
活動期間：平成21年10月～平成22年9月

2010年10月29日作成

大　和　紙　料　株　式　会　社
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《会社名及び部門名》

　大和紙料株式会社

《代表者》

　代表取締役　矢倉　義弘

《環境管理責任者》

　代表取締役　塩瀬　宣行

《本社所在地及び連絡先》

　大阪府大阪市大正区三軒家東２－９－１０
　ＴＥＬ：０６－６５５１－２２３１　ＦＡＸ：０６－６５５１－２２３８

　ＵＲＬ： 　http://www.daiwashiryo.co.jp/

《設立》

　昭和２４年６月　（創業明治９年１１月）

《資本金》

　９千９百万円

《認証登録の対象範囲と活動》

　登録組織名：大和紙料株式会社

　対象事業所名：本社（大阪府大阪市大正区三軒家東２－９－１０）

　　　　よる再生パルプ紙製造

《事業規模》

売上高 479百万円 152百万円

17台

取扱量

従業員数
延べ床面積

ハイドラパルパ、原料溶解タワー、除塵スクリーン、Ｍ
Ｔフローテーター、漂白タワー、抄紙機、
排水処理沈殿槽

　エコアクション２１事務局　担当：齋藤　昭一

大和紙料株式会社

　平成24年度の中間審査時にその他地区の事業所（近畿・関東・九州）への拡大を

1)企業情報

  なお、平成23年度の更新申請時において、高槻事業部への認証範囲拡大を行い、

  行うことに決定した。

　　　　　　　　　　　高槻事業部（高槻市登町６－１）　

  活動：再生資源の集荷、選別及び販売並びに機密書類溶解処理に

5,008.00㎡
25名

本社
32,268.70t

2010年度（2009年10月～2010年9月）

4,494.65t
高槻事業部

62名
3,896.00㎡

車両台数

自動圧縮梱包機　2台

5台

機械設備
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２)組織図

総務・経理部門

業務部門

代表者
矢倉　義弘 本　社

高槻事業部

鳥飼事業所

南港ヤード

東大阪事業所

京都事業所

東京事業所

厚木事業所

名古屋営業所

北九州事業所

ｸﾞﾘｰﾝｾｰﾋﾞﾝｸﾞ福岡

唐津ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

平戸ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

熊本ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

事務部門

生産・施設部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

業務部門

環境管理責任者
塩瀨　宣行

ＥＡ21事務局

リーダー
　齋藤　昭一
　荒俣　朋文
　中畔　一哉

高槻リーダー
　塩瀨　康夫

平成23年度
更新審査時
に拡大追加

　
平
成
2
4
年
度
中
間
審
査
時
に
拡
大
追
加

4



　大和紙料株式会社はその事業活動通じ、地域社会の皆様とともに持続可能な

循環型社会の実現に向けて、全社員の一人一人が環境保全活動に取り組むこと

を誓います。

【具体的な活動指針】

1. 環境関連法規制の遵守

　　環境関連の法律・条例および当社が加盟する各種団体の規約、またその他一

　　切の事業活動に関わる法規制を遵守し、自社を取り巻く環境の保全、改善に

　　努めます。

2. 環境負荷の低減

　・ 電気・ガス・水道・ガソリン／軽油などの省エネルギー活動を進めます

　・ 鉄番線・PPバンド・ストレッチフィルム等の梱包資材類について、効率

　　的な使用を考え、またリサイクルをすることによって廃棄物の発生を抑

　　えるよう努めます。

　・ 事業活動の中で消費される全ての物品について、再利用方法の考案、環

　　境負荷の低い商品の導入を検討致します。

3. 地域社会

　地域社会との関わりを重視し、地域住民に愛される企業として環境保全活動

　を行います。

当社はこの環境方針を全社員および関連事業者に周知し、また自社のホームペ

ージ上にも掲載し、外部に公表いたします。

大　和　紙　料　株　式　会　社

2006年7月1日

環　境　方　針

大和紙料株式会社

代表取締役 矢倉　義弘

３)環境方針
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（１）本社　

項目
2012年度
末目標

2013年度
末目標

関連部署

省エネ

排ガス

（2）高槻事業部

２０１１年に設
定した目標値
に対して2％削
減

２０１１年に設
定した目標値
に対して１％
削減

２０１１年に設
定した目標値
に対して１％
削減

２０１１年に設
定した目標値
に対して１％
削減

２０１１年に設
定した目標値
に対して2％削
減

２０１１年に設
定した目標値
に対して2％削
減

２０１１年に設
定した目標値
に対して2％削
減

2009年度を
基準とし、車
両の燃費効
率を5％向上

2009年度を基
準とし、車両の
燃費効率を
6％向上

２０１１年に設
定した目標値
に対して1％
削減

2010年5月に新事務所が完
成し、本社の活動が再開し
たので、データ取得した上
で、目標設定する

炭酸ガス

地域社会に愛される企業
として、事業所周辺地域
の美観保持を徹底する

2011年度末目標

地域社会に愛される企業と
して、事業所周辺地域の美
観保持を徹底する

2010年度目標

2010年5月新事務所完成
予定のため、新社屋移転
までは前年度比2％削減
とし、完成後はデータ取
得に努める

2010年5月新事務所完成
予定のため、新社屋移転
までは前年度比2％削減
とし、完成後はデータ取
得に努める

貨物車の
排ガス発
生量の抑
制及び燃
費の向上

2009年度を基準とし、車
両の燃費効率を2％向上

省資源

地域社会

事務所

現場

全部署

４）環境目標

2010年5月に新事務所が完
成し、本社の活動が再開し
たので、データ取得した上
で、目標設定する

排出水
水質汚濁負荷の排水

量低減

電気エネ
ルギーの
削減

2010年5月に新事務所が完
成し、本社の活動が再開し
たので、データ取得した上
で、目標設定する

2010年5月に新事務所が完
成し、本社の活動が再開し
たので、データ取得した上
で、目標設定する

事務所

全部署

目的

2009年度を基準とし、車両
の燃費効率を4％向上

全部署

生産方法の見直しに
よる生産効率の上昇

廃棄物

リサイクル率の向上
推進

地域社会に密着した
企業

2010年5月新事務所完成
予定のため、新社屋移転
までは前年度比2％削減
とし、完成後はデータ取
得に努める

事務用紙使用量の
削減

2010年5月新事務所完成
予定のため、新社屋移転
までは前年度比2％削減
とし、完成後はデータ取
得に努める

極端な景気変動のため、目標設定が困難であった。２０１１年の実績を考慮して設定したい。
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（１）本社　①

取組

省エネルギー

ＰＣＦＡＸの利用 ・ＰＣ上の書類等をプリントアウトすることなく直接ＦＡＸを行い、無駄な印刷を削減する。

グループウェアの導入

①食堂（休憩所）の空調を朝８時ON～１７時３０分OFFにする。②休日の前日、最後に退社す
る者は空調・照明・事務機器等の電源OFFを確認する。③生産現場において、休憩中は自動
圧縮梱包機の主電源を落とし、待機電力を節約する。

・冷暖房に頼りすぎず、できるだけ服装により調整を図る。来客等外部に対しても受付にて案
内文を設置し、活動への理解を呼びかける。

天然ガスヒートポンプ式
空調設備

項目

関連部署

・熱線反射ガラスとともに、さらに空調効率を高めるためロールカーテンを設置。

項目

クリーンな天然ガスを利用し、 冷暖房時のエンジン余力で 約2～4kW/台の発電した電気を建
物に送る。（コージェネレーション）

・設定により休日においてはエレベーター及び自動ドアの稼動を休止し、無駄な電力使用量を
削減する。

排　出　水

クールビズ・ウォームビ
ズ

電力の不要時off

エアコン管理

熱線反射フィルム

・女性用トイレに流水音発生器を取り付け、節水を行う。

・水道蛇口のパッキン(コマ）を節水タイプに取り替える

・印刷枚数２枚以上の文書は可能な限り両面印刷を行う。

・30分以上離席するときはモニターの電源をoffにする。⇒PCで自動OFFに設定
長時間の外出時及び退社時はPCの主電源をoffにする。

具体的な実施手順

関連部署

具体的な実施手順

事務所

事務所

裏紙の活用

省　資　源

ペーパータオルの
リサイクル

PC節電

節水の呼びかけ ・節水を呼びかける掲示を行い、従業員の環境活動に対する意識の向上を図る。

事務所

両面印刷の推奨

項目

取組 具体的な実施手順

取組

水質汚濁負荷の排水量低減

目的

節水コマ

流水音発生器の取り付け

関連部署

ロールカーテンの取付

エレベーター・自動ドア
の休日稼動停止

エアコン設定温度 ・エアコンの温度設定は集中管理リモコンにより夏季26℃以上/冬季20℃に設定する。

・事務所のガラスに断熱フィルムを貼り付け、空調効率を上げる。

・定期的にエアコンフィルターを清掃（ビル管理会社に委託）

目的

事務用紙使用量の削減

目的

電気エネルギーの削減

・コピー機及びFAXの横に《回収BOX》を設置し、ミスコピー等を回収する。
※回収した用紙は商品の古紙に混ぜリサイクルする。

・トイレで使用するペーパータオルを再度リサイクルする。

・グループウェアを導入し可能な限り文書類を電子化し、コピー用紙使用量の削減を図る。

５）環境活動の内容
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　　本社②

･分別の必要のないグラシン紙窓付封筒を使用し、取引先等に対しても資源のリサイクル意
識の向上に取組む。

地域清掃活動 ・定期的に事業所周辺地域の清掃活動を行う。

関連部署

・木くずリサイクル業者に処理を委託し、木材チップとしてリサイクルを行う。（処理料金は有償
であるため、産業廃棄物には該当する。）

・屋上の一部に緑化スペースを設け、ビル内への断熱効果を高めるとともにヒートアイランド
防止に貢献する。

事務所/現場

関連部署

・古紙等の回収から弊社工場での加工、製紙会社へ原料として搬入するまでの過程で発生す
るＣＯ2排出量を毎月レポートという形で報告します。

・高槻事業部で製造した再生パルプより作られた封筒を使用

具体的な実施手順

電気リフトの導入

排　ガ　ス

エコドライブの推進

大正区内の企業回収に
おける福祉寄付活動

CO2排出量レポート
サービス

リサイクル封筒

屋上緑化

定期的自主点検

回収

項目

･従来、仕入に伴い発生するPPバンド等の廃プラスチック類については廃棄物として処分して
いたが、これを古紙の圧縮梱包機を使用して圧縮し、再生プラスチック工場に持込む。選別場
において廃プラスチック類専用のカゴを設置し回収に努める。

貨物車排ガス発生量の抑制及び燃費の向上

廃　棄　物

取組

項目

取組

公共交通機関の
積極利用

具体的な実施手順

廃プラスチック類の
見直し

集団回収

板パレットの処理方法

項目

ｸﾞﾘｰﾝﾏｰｸ/ｴｺﾏｰｸ商品
の購入

取組

ゴミの分別徹底 ･事務所内から排出される廃棄物を可燃ゴミ/空き缶/再生古紙に分別する。

・集合住宅や学校等において集団回収を呼びかけ、地域に対し資源のリサイクル意識の向上
を図る。

グラシン紙窓付封筒の
導入

・遠距離出張時にはできるだけ鉄道等の交通機関を使用することを奨励する。

そ　の　他

・事業活動の中で消費される物品について、環境負荷の少ないｸﾞﾘｰﾝﾏｰｸ/ｴｺﾏｰｸ商品を優先
的に購入する。

関連部署

分別回収によるリサイクル率の向上推進

目的

・タイヤ空気圧等の定期的自主点検を行う。

・使用可能な範囲において、大気汚染に影響するガスを排出するディーゼルリフトから電気リ
フトへ切り替えていく。

目的

全部署

・アイドリングストップ

具体的な実施手順

目的

地域社会への貢献

・大正区内の企業に紙のリサイクルを呼びかけ、回収した古紙の売上の一部を大正区の安全
活動を行っている「子供見守り隊」や「子供110番の家」の活動資金に寄付する。
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（２）高槻事業部　①

電子メールの活用

省　資　源 事務用紙使用量の削減 事務所

取組 具体的な実施手順

回収古紙の活用 社内用印刷物は、回収古紙を活用する

社内の連絡・報告及び得意先への提案等は可能な限り電子化する

不要な紙は再生する コピー機の横に回収箱を設置、使用済み紙類は当社で溶解しリサイクルする

項目 目的 関連部署

排　出　水 水質汚濁負荷の排水量低減 現場

取組 具体的な実施手順

排水の再利用 使用済み排水を、水と混ぜて再利用する

節水の徹底 地下水汲上量の適量化・バルブ等の漏水点検・節水を呼びかける掲示を行う

項目 目的 関連部署

省エネルギー 電気エネルギーの削減 全部署

取組 具体的な実施手順

設備機器の点検・補修 随時点検及び補修を行うことで、使用電力の軽減を計る

不要な電源はＯＦＦ 節電を呼びかける掲示を行う

事務所内エアコン設定温
度

夏は２６℃、冬は２０℃に設定

ＰＣ節電 ＰＣを自動ＯＦＦ設定にする・長時間外出及び退社時は主電源をＯＦＦにする

照明器具の適正化 照明器具の間引き及び自然光の有効活用を行う

項目 目的 関連部署

廃　棄　物 分別回収によるリサイクル率の
向上推進

全部署

取組 具体的な実施手順

禁忌品排除の徹底 得意先への禁忌品混入防止のための案内を行う

禁忌品の分別 金属類・プラスチック類に分別し、リサイクル業者で処理をする

板パレットの有効活用 先方へ返却する・リサイクル業者で処理をする。

項目 目的 関連部署
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　　高槻事業部　②

毎日、早朝事業部周辺道路の清掃を行う・定期的に用水路の清掃を行う

関連部署

排　ガ　ス 貨物車排ガス発生量の抑制及
び燃費の向上

現場

取組 具体的な実施手順

回収ルートの効率化 事前にパソコンで最短時間を検索し、回収ルートを決定する

リフトの定期点検及び清
掃

毎週1回点検及び清掃をする

項目 目的 関連部署

そ　の　他 地域社会に密着した企業 全部署

ボイラーの省エネ運転 断続的な運転を行い、余熱を最大限に活用する

重油燃料の削減 蒸気漏れの保守点検及び保温材の活用

項目 目的

取組 具体的な実施手順

地域清掃活動

リサイクル品の活用 事務用品（封筒、クリアファイル、文具等）はリサイクル品を使用する
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（１）本社　（2009年10月～2010年9月）

（２）高槻事業部　（2009年10月～2010年9月）

326,429.00kWh

目標(10%削減）

基準年度

水道使用量（排水量）

ガス使用量

電力使用量

灯油使用量

実績

貨物車燃費 5.50 km/L

コピー用紙購入量 2.77kg/事務所従業員数

廃棄物排出量

0.83Ｌ/総従業員数

346,463.32kWh

12.73 km/L

2.26㎥/総従業員数

46,893kg

実績

12.09 km/L

0.81Ｌ/総従業員数

7.67%

削減率
※燃費は向上率
（目標達成は下線）

二酸化炭素排出量

2010年度

7,897.52kg-CO2/総従業員数
7,656.76kg-CO2/総従業員数

0.67Ｌ/総従業員数

47,850kg

乗用車燃費

353,534.00kWh

3.15%

11.74%

2.71kg/事務所従業員数

7,503.62kg-CO2/総従業員数

8.78㎥/総従業員数

5.62 km/L

2.31㎥/総従業員数

19.08%

-3.11%

30,580kg

2.20%

4.55㎥/総従業員数

36.09%

5.39 km/L

4.46㎥/総従業員数

2.11%

4.02㎥/総従業員数

kg-CO2 1,453,803kg-CO2 1,036,296kg-CO2

2.71kg/事務所従業員数

-279.94%

12.48 km/L

項目 単位 2009年 2010年

2,481,100kWh 2,171,529kWh

二酸化炭素排出量

極端な景気変動のため、目標設定が困難であった。２０１１年の実績を考慮して設定したい。

電力使用量 kWh

６）環境目標の実績

㎥ 236,400㎥ 221,948㎥

廃棄物排出量 t 1,659t 1,400t

総排水量

【従業員数按分の計算方法】
対象期間中の各項目総量 ÷ 当該期間従業員数合計
※従業員数は随時変化があるため月毎にデータをとり、
期間合計は月毎の従業員数を合計したものを按分基準
として使用。

【削減率の計算】
基準年度実績 - 当該年度実績 = 削減量
削減量 ÷　基準年度実績 =　削減率
※ 燃費についてはプラスになれば向上
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（１）本社　（2009年10月～2010年9月）

電力使用量
（kWh)

335,284 353,534 326,429 7.67%

水道使用量
（㎥/従業員
数）

4.55 5.65 4.01 11.74%

ガス使用量
（㎥/従業員
数）

2.47 2.31 8.77 -279.94%

CO2排出量
(kg-CO2/従
業員数）

7,662.56 7,656.73 7,897.52 -3.15%

コピー用紙
購入量（kg/
従業員数）

2.83 2.77 2.71 2.11%

廃棄物処理
量（t）

52 45 31 36.09%

灯油使用量
（L/従業員
数）

0.83 0.71 0.67 19.08%

乗用車燃費
（km/L)

10.88 12.48 12.09 -3.11%

貨物車燃費
（km/L)

5.76 5.55 5.62 2.20%

（２）高槻事業部　（2009年10月～2010年9月）

電力使用量
（kWh)

2,481,100 2,171,529

総排水量
（㎥）

236,400 221,948

ガス使用量
（㎥）

413.5 348

CO2排出量
(kg-CO2）

1,465,228 1,036,296

廃棄物処理
量（ｔ）

1,659 1,400

重油使用量
（L）

181,300 67,700

乗用車燃費
（km/L)

7.65 8.65

貨物車燃費
（km/L)

6.3 6.51

７）取組結果の評価

2010年度は極端な景気変動のため、目標設定が困難で
あった。2011年の実績を考慮して設定したい。

新社屋移転に伴い空調を天然ガス化（ガスヒートポンプ式）
したことで使用量が大幅に増加した。
よって、基準を見直すことにする。

少しずつではあるが、順調に削減でき目標達成している。

取り組みの徹底により更に廃棄物の発生量が減少した。
今後も継続して発生量の低減に努めていく。

新社屋移転後は灯油を使用するストーブ類はなくなったの
で、灯油の使用はなくなった。よって取組終了とする。
※2008年度を基準。

若干の効率悪化となったが、公共交通機関の利用促進によ
り、使用量は削減できた。（9262.14L⇒8470.03L)　燃費につ
いても達成できるよう努力する。

貨物車燃費については若干ではあるが目標を上回ることが
出来た。今後も継続して目標を達成できるよう、積極的に運
転手に呼びかけていきたい。

評価
2010年
（当年度）

2009年

評価

結果として目標達成できなかったが、新事務所を拡大したこ
と、夏季に記録的な猛暑があったことがあり、基準年度と大
きく状況が異なる。以後は当年を基準とする。

新社屋移転に伴い空調を天然ガス化（ガスヒートポンプ式）
したことで使用量削減に成功し目標達成。

新社屋移転に伴い新しい節水型設備の導入により目標達
成。※2009年度は水道管事故発生のため、2008年度を基
準。

項目
(単位）

削減率
(向上率）

2008年

項目
(単位）

2008年 2009年
2010年
（当年度）

削減率
(向上度）
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８）環境関連法規への違反、訴訟等の有無

瀬戸内海環境保全特別措置法

以上の法規につき自主的にチェックしたところ、弊社本社において過去３年間重大な法規違反はありません。

また、これに係る訴訟もありません。

環境負荷の軽減・環境保全のための必要な措置大阪市環境基本条例

大阪府環境基本条例

大阪市廃棄物の減量推進及び適正
処理並びに生活環境の清潔保持に
関する条例

チェック担当

事業系廃棄物の循環的利用・適切な処分

大阪市環境事業局

大阪府生活環境の保全等に関する条例

大阪府循環型社会形成推進条例

廃棄物の処理・公害防止の措置

大阪府環境農林水産部

消防法

廃棄物処理法

自動車NOx・PM法

騒音規制法

振動規制法

エネルギーの使用の合理化に関する法律

バーゼル法

容器包装リサイクル法

水質汚濁防止法

再生資源の利用の促進に関する法律

PCB特別措置法 PCBの適正な管理

資源の有効な利用の確保（古紙、鉄屑等）

適用法令

環境省
経済産業省
消防署

大気汚染防止法

担当行政機関関連内容

自動車排出窒素酸化物の排出抑制措置

機械類の騒音値

機械類の振動値

環境負荷の軽減・環境保全のための必要な措置

事業系廃棄物の循環的利用・適切な処分

自動車排ガスの排出抑制

廃棄物の減量化・適正な処理等

エネルギーの使用の合理化
法令に適合する消防設備の定期的な点検・報告

ペットボトルの再生利用

水質の保全・生活廃水対策の実施・協力

特定有害廃棄物の輸出の規制

〃

大阪市都市環境局

高槻市環境部
環境保全課

大阪市環境事業局

高槻市環境部
環境保全課

齋
藤
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９）環境教育・緊急事態への対応

本年度実施済みの環境教育については下記の通りです。

なお当部門では環境上想定される緊急事態ついて対応マニュアルを定め、災害リスクの低減に努めています。

１、廃棄物再生事業者登録

管轄

大阪府

京都府

2、産業廃棄物収集運搬業許可

管轄

大阪府

大阪市

堺市

東大阪市

高槻市

京都府

兵庫県

奈良県

ゴムくず、金属くず、ガラスくず、がれき類、廃プラスチック類、 紙く
ず、木くず、繊維くず

廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、金属くず、
ガラスくず、がれき類

廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、金属くず、
ガラスくず、がれき類

汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、
繊維くず、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶
磁器くず、がれき類

廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず
及び陶磁器くず、がれき類 （以上、積替・保管含む）

廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、金属くず、
ガラスくず等、がれき類

平成25年3月23日第02900037595号

継続届

平成25年度

なし

有効期限

平成25年11月3日

平成28年4月30日

2610037595

第02808037595号

平成27年7月21日

平成23年12月18日

第6800037595号

10600037595

平成27年6月19日

平成27年7月3日

第6610037595号

第6700037595号 平成28年3月21日

ゴムくず、ガラスくず、がれき類、紙くず、木くず、繊維くず（以上、
積替・保管含まない）廃プラスチック類、汚泥、廃油、廃酸、廃アル
カリ、金属くず（以上、積替・保管含む）

番号

2700037595
紙くず、木くず、繊維くず、金属くず、ガラスくず、がれき類、廃プラ
スチック類

種類

第39号

第56号

古紙の再生

古紙の再生

１０）廃棄物関係許可取得状況

番号 種類

※消火訓練の模様

貨物車両の運転についての研修 トラック運転時の注意事項等の説明

大阪府リサイクル関連事業従事者講習会 廃棄物関係法令の講習会

高槻事業部での認証取得について 次回更新時の認証範囲拡大について

優良処理事業者育成研修会 廃棄物処理サービスの営業手法について

環境経営について 各部門の役割についての説明・環境システムの概要

環境活動の必要性

教育事項 教育内容

エコアクション２１環境活動の目的及び実施の意義

実施日

平成21年12月17日

平成22年7月31日

平成22年1月13日

平成22年2月17日

平成22年5月31日

平成21年11月26日
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2010年の5月に本社新社屋への引越しを行った。
この新社屋の建設にあたっては、クリーンエネルギーの天然ガスヒートポンプ式空調設備をはじめ、屋上緑
化、最新の節水型の水道設備等、環境に十分配慮した設備を導入した。
旧設備との環境負荷の比較については、今年は記録的な猛暑が続いたため単純に比較は出来ないが、水道
使用量などにおいては大幅に削減することが出来ており、新設備導入の効果は十分にあったと考える。
なお、高槻事業部については2010年度は環境負荷データを取得しているが、極端な景気変動のため、結果の
表示はしていない。目標設定は2011年度のデータを元にしたい。

次年度は継続して基準データの取得につとめ、今後の環境活動の方向性を探っていくとともに、環境に貢献で
きる営業的なサービスの充実を更に図っていきたい。

１１）代表者の評価

平成22年10月29日 矢
倉
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